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（１）経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2026年２月期第１四半期 2,037 △7.2 △351 － △360 － △360 －

2025年２月期第１四半期 2,196 △7.2 △190 － △166 － △117 －

１株当たり

四半期純利益

潜在株式調整後

１株当たり

四半期純利益

円 銭 円 銭

2026年２月期第１四半期 △33.82 －

2025年２月期第１四半期 △11.03 －

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2026年２月期第１四半期 10,754 7,197 66.9 675.19

2025年２月期 10,868 7,743 71.2 726.43

（参考）自己資本 2026年２月期第１四半期 7,197百万円 2025年２月期 7,743百万円

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2025年２月期 － 3.00 － 10.00 13.00

2026年２月期 －

2026年２月期（予想） 3.00 － 10.00 13.00

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり

当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 10,500 4.4 150 － 120 180.4 100 － 9.39

（百万円未満切捨て）

１．2026年２月期第１四半期の業績（2025年３月１日～2025年５月31日）

（２）財政状態

２．配当の状況

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無：無

３．2026年２月期の業績予想（2025年３月１日～2026年２月28日）

（％表示は、対前期増減率）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無：無



①　期末発行済株式数（自己株式を含む） 2026年２月期１Ｑ 10,906,300株 2025年２月期 10,906,300株

②　期末自己株式数 2026年２月期１Ｑ 246,679株 2025年２月期 246,629株

③　期中平均株式数（四半期累計） 2026年２月期１Ｑ 10,659,634株 2025年２月期１Ｑ 10,645,171株

※　注記事項

（１）四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用：有

（注）詳細は、添付資料７ページ「２．四半期財務諸表及び主な注記（３）四半期財務諸表に関する注記事項（四

半期財務諸表の作成に特有の会計処理に関する注記）」をご覧ください。

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

①　会計基準等の改正に伴う会計方針の変更　　：無

②　①以外の会計方針の変更　　　　　　　　　：無

③　会計上の見積りの変更　　　　　　　　　　：無

④　修正再表示　　　　　　　　　　　　　　　：無

（３）発行済株式数（普通株式）

※　添付される四半期財務諸表に対する公認会計士又は監査法人によるレビュー：有（義務）

※　業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する意見や予測等は資料作成時点で一般に認識されている経済・社

会等の情勢及び当社が合理的と判断した一定の前提に基づいて作成されており、その情報の正確性を保証するもので

はなく、今後予告なしに変更される可能性があります。万が一この情報に基づいて被ったいかなる損害についても、

当社及び情報提供者は一切責任を負いませんのでご承知おきください。業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご

利用にあたっての注意事項は、３ページ以降をご覧ください。

・四半期決算短信の開示とあわせて、決算補足説明資料を開示しております。
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１．経営成績等の概況

（１）当四半期の経営成績の概況

当第１四半期における我が国経済は、雇用・所得環境の改善が広がりを見せ、緩やかな回復基調が続いておりま

す。一方、資源価格や原材料価格の高騰、並びに為替変動による物価上昇等の影響により、依然として先行きは不

透明な状況にあります。

このような経営環境の中、当社は現中期経営計画（2023-2025）の３年目を迎え、現状の厳しい業績を真摯に受

け止め2025年６月６日開示のとおり、経営戦略の三本柱である「収益構造の再構築」「固定費・変動費の最適化」

「成長事業の推進」に取り組んでおります。昨秋より経営の「軌道修正」を推進しておりますが、価格改定や積極

的な新製品投入などの具体的な収益改善施策の効果は第２四半期以降に業績へ寄与することを計画しております。

当社の当第１四半期累計期間における売上高は2,037百万円となり、前年同期比△7.2%の減収となりました。利

益面につきましては、営業損失は351百万円（前年同期は営業損失190百万円）、経常損失は360百万円（前年同期

は経常損失166百万円）、四半期純損失は360百万円（前年同期は四半期純損失117百万円）となりました。

セグメント別の業績は、次のとおりであります。

①　家電製品事業

家電製品事業におきましては、主要な商品カテゴリーの一つである家庭用冷凍冷蔵庫や洗濯機は、個人消費低

迷や新生活における消費行動の多様化に加え、市場競争激化により売上が減少いたしました。

利益につきましては、上記の市場背景による売上総利益の減少や原価において前年同期に比べより円安の影響

を受けたことなどにより、前年同期より減益となりました。

この結果、家電製品事業の当第１四半期累計期間における売上高は1,967百万円となり、前年同期比△6.9%の

減収、セグメント損失は144百万円（前年同期はセグメント利益30百万円）となりました。

※　家電製品事業に関する四半期業績の特性について

家電製品事業につきましては、年末年始商戦や新生活商戦における販売需要が最も多くなるため業績に季節

的変動があり、売上高及び利益は第４四半期会計期間に集中する傾向があります。

②　FPSC（フリー・ピストン・スターリング・クーラー）事業

FPSC事業につきましては、北米の主力取引先の在庫調整により、当第１四半期累計期間における売上高は69百

万円となり、前年同期比△16.4%の減収、セグメント損失は13百万円（前年同期はセグメント利益３百万円）と

なりました。

（２）当四半期の財政状態の概況

当第１四半期会計期間末の総資産は10,754百万円となり、前期末比113百万円減少いたしました。主な内訳は、

現金及び預金が438百万円の増加、受取手形、売掛金及び契約資産が834百万円減少、商品及び製品が337百万円の

増加であります。

負債は3,557百万円となり、前期末比432百万円増加いたしました。主な内訳は、短期借入金が500百万円の減

少、一年内長期借入金が160百万円の増加、長期借入金が542百万円の増加、流動負債その他に含まれる未払費用が

138百万円の増加であります。

純資産は7,197百万円となり、前期末比546百万円減少いたしました。利益剰余金が配当と四半期純損失の計上に

より469百万円減少しております。また円相場の変動と為替予約の消化に伴い繰延ヘッジ損益が77百万円減少して

おります。

これらの結果、自己資本比率は66.9%（前期末比△4.3pt）となりました。
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（３）業績予想などの将来予測情報に関する説明

私たちの強みは、TWINBIRDブランドのもと、商品開発型企業として自社工場を含め、企画・開発からアフターサ

ービスまでのバリューチェーンを有しており、加えて、全国でも屈指のものづくりの町である新潟県燕三条地域の

協力企業をはじめとする経営資源に恵まれ、お取引先企業と共創の精神をもって新たな付加価値を生み出すことが

できることです。

2023年８月に発表した2030年を見据えた長期ビジョン「VISION2030「お客様満足№1」のその先へ　～燕三条発

のイノベーションで、世界中の人々に持続可能な幸せを提供するブランドになる～」実現のため、中長期的な事業

成長に向けた新たな取り組みや戦略的投資を継続してまいります。

当社は現中期経営計画（2023-2025）の３年目を迎え、現状の厳しい業績を真摯に受け止め2025年６月６日開示

のとおり、経営戦略の三本柱である「収益構造の再構築」「固定費・変動費の最適化」「成長事業の推進」に基づ

き、昨秋より経営の「軌道修正」に取り組んでおります。

①　家電製品事業

昨今の米不足により需要が急増している精米器及び炊飯ジャーにおいては、精米器の供給体制を速やかに増強

することで、2026年２月期第２四半期会計期間で前年同期比約４倍の約2.2億円超、通期では前年同期比約５億

円の増収を見込んでおります。

また、高い評価をいただいている「匠プレミアム」シリーズの新製品並びに安定的な収益が見込めるギフトチ

ャネル向け新製品投入を予定しており、これらの売場導入及び拡販を積極的に推進してまいります。

さらに、伴走型の全社バリューチェーンによる開発効率の大幅改善により、下期において、プライベートブラ

ンド製品などのODM（相手先ブランドによる開発設計製造）製品を含む新製品の投入を加速し、通期では金額ベ

ースで前年比２倍以上の約13億円超の新製品の売上を見込んでおります。

一方、順次進めておりました約10％以上の価格改定の効果が2026年２月期第２四半期会計期間以降に寄与する

ことにより利益の改善を見込んでおります。

また、為替変動リスク低減や品質向上及び原価低減を目的とした国内製造回帰50％の実現に向け順次生産移管

などを進めており、７月には精米器の国内製造を開始いたします。

②　FPSC事業

FPSC事業において注力する４分野のうち、特に「医薬・バイオ」分野の成長を想定しております。今後成長す

るバイオ医薬品市場における搬送・保管には、厳密な温度管理（冷凍-20～-40℃、極冷凍-70～-85℃）のコール

ドチェーン構築が不可欠となります。

厚生労働省向け可搬型武田モデルナ社製ワクチン用低温冷凍庫（出荷累計 約12,000台）によるコールドチェ

ーン構築実績や2024年10月に取得した世界保健機関（以下、WHO）が定める医療機材品質認証（Performance, 

Quality and Safety、以下、PQS）を活かし、アフリカ開発会議（TICAD、横浜８月）、分析機器展示会

（JASIS、東京９月）、国際医療機器見本市（MEDICA、ドイツ11月）への出展や国内外の医療機器流通各社を通

じた営業活動、また、経済産業省支援の新規輸出１万者プログラムを通じて、さらなる販売活動の強化を進めて

まいります。

当社は今後もSDGsの一つである「すべての人に健康と福祉を」の達成に向けて、国内外のネットワークを通じ

グローバル規模での最新技術に基づくコールドチェーンの構築や医療サービスの拡充に参画し、当社FPSC技術が

医療分野でスタンダードの一つとなるよう取り組んでまいります。

通期業績予想につきましては、前期決算短信発表時（2025年４月14日）に公表しました通期業績予想数値より変

更ありません。売上高は10,500百万円（前期比+4.4%）、営業利益は150百万円（前期比+145百万円）、経常利益は

120百万円（前期比+180.4%）、当期純利益は100百万円（前期比+201百万円）を予想しております。
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（単位：千円）

前事業年度
（2025年２月28日）

当第１四半期会計期間
（2025年５月31日）

資産の部

流動資産

現金及び預金 610,667 1,049,332

受取手形、売掛金及び契約資産 1,966,875 1,132,795

商品及び製品 2,177,769 2,515,557

仕掛品 395,900 491,527

原材料及び貯蔵品 566,111 585,815

その他 370,663 223,790

流動資産合計 6,087,988 5,998,818

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 4,455,643 4,455,695

減価償却累計額 △3,378,521 △3,396,304

建物及び構築物（純額） 1,077,121 1,059,390

機械及び装置 529,963 529,963

減価償却累計額 △475,597 △478,038

機械及び装置（純額） 54,365 51,924

金型 1,803,243 1,814,823

減価償却累計額 △1,609,537 △1,634,322

金型（純額） 193,705 180,501

工具、器具及び備品 573,937 583,212

減価償却累計額 △499,617 △505,344

工具、器具及び備品（純額） 74,320 77,867

土地 2,055,243 2,055,243

建設仮勘定 55,311 61,965

その他 980,118 981,208

減価償却累計額 △917,465 △920,513

その他（純額） 62,653 60,694

有形固定資産合計 3,572,721 3,547,587

無形固定資産 676,854 636,345

投資その他の資産

投資有価証券 238,610 243,395

その他 292,316 328,498

投資その他の資産合計 530,927 571,894

固定資産合計 4,780,502 4,755,827

資産合計 10,868,491 10,754,645

２．四半期財務諸表及び主な注記

（１）四半期貸借対照表
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（単位：千円）

前事業年度
（2025年２月28日）

当第１四半期会計期間
（2025年５月31日）

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 189,312 221,096

短期借入金 1,500,000 1,000,000

１年内返済予定の長期借入金 230,000 390,000

賞与引当金 52,709 54,876

株主優待引当金 14,938 14,938

その他 573,544 777,732

流動負債合計 2,560,504 2,458,643

固定負債

長期借入金 230,000 772,500

退職給付引当金 148,203 106,594

役員株式給付引当金 75,220 75,220

資産除去債務 20,100 20,100

その他 90,928 124,275

固定負債合計 564,452 1,098,690

負債合計 3,124,956 3,557,334

純資産の部

株主資本

資本金 100,000 100,000

資本剰余金 5,049,944 5,049,944

利益剰余金 2,649,685 2,180,140

自己株式 △107,007 △107,028

株主資本合計 7,692,622 7,223,056

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 46,103 46,944

繰延ヘッジ損益 4,808 △72,689

評価・換算差額等合計 50,912 △25,745

純資産合計 7,743,534 7,197,311

負債純資産合計 10,868,491 10,754,645
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（単位：千円）

前第１四半期累計期間
（自　2024年３月１日

至　2024年５月31日）

当第１四半期累計期間
（自　2025年３月１日

至　2025年５月31日）

売上高 2,196,768 2,037,503

売上原価 1,599,688 1,587,636

売上総利益 597,080 449,867

販売費及び一般管理費 787,082 801,855

営業損失（△） △190,002 △351,987

営業外収益

受取利息 0 5

受取配当金 2 2

為替差益 20,893 －

補助金収入 2,602 2,443

業務受託料 1,454 1,474

その他 1,768 1,290

営業外収益合計 26,722 5,215

営業外費用

支払利息 2,096 8,396

為替差損 － 4,210

業務委託費用 1,128 1,149

その他 － 309

営業外費用合計 3,225 14,066

経常損失（△） △166,505 △360,838

特別利益

投資有価証券売却益 13,646 －

特別利益合計 13,646 －

特別損失

固定資産売却損 11,825 －

固定資産処分損 1,934 20

特別損失合計 13,759 20

税引前四半期純損失（△） △166,618 △360,859

法人税等 △49,251 △376

四半期純損失（△） △117,366 △360,482

（２）四半期損益計算書
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（３）四半期財務諸表に関する注記事項

（四半期財務諸表の作成に特有の会計処理に関する注記）

（税金費用の計算）

税金費用については、当第１四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の

実効税率を合理的に見積もり、税引前四半期純損失に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、税引前四

半期純利益又は税引前四半期純損失に法定実効税率を乗じた金額に、繰延税金資産の回収可能性を考慮して計算

しております。

なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。

（単位：千円）

報告セグメント

調整額
四半期
財務諸表
計上額

家電製品
事業

FPSC事業 計

売上高

顧客との契約から生じる収益 2,113,423 83,344 2,196,768 － 2,196,768

その他の収益 － － － － －

外部顧客への売上高 2,113,423 83,344 2,196,768 － 2,196,768

セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ － － － －

計 2,113,423 83,344 2,196,768 － 2,196,768

セグメント利益 30,475 3,194 33,670 △223,673 △190,002

（セグメント情報等の注記）

Ⅰ　前第１四半期累計期間（自　2024年３月１日　至　2024年５月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

（注）１．セグメント利益の調整額△223,673千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であ

ります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない管理部門の一般管理費であります。

２．セグメント利益は、四半期損益計算書の営業損失と調整をおこなっております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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（単位：千円）

報告セグメント

調整額
四半期
財務諸表
計上額

家電製品
事業

FPSC事業 計

売上高

顧客との契約から生じる収益 1,967,788 69,715 2,037,503 － 2,037,503

その他の収益 － － － － －

外部顧客への売上高 1,967,788 69,715 2,037,503 － 2,037,503

セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ － － － －

計 1,967,788 69,715 2,037,503 － 2,037,503

セグメント損失（△） △144,262 △13,396 △157,658 △194,328 △351,987

Ⅱ　当第１四半期累計期間（自　2025年３月１日　至　2025年５月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

（注）１．セグメント損失（△）の調整額△194,328千円は、各報告セグメントに配分していない全社費

用であります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない管理部門の一般管理費でありま

す。

２．セグメント損失（△）は、四半期損益計算書の営業損失と調整をおこなっております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

前第１四半期累計期間
（自　2024年３月１日

至　2024年５月31日）

当第１四半期累計期間
（自　2025年３月１日

至　2025年５月31日）

減価償却費 74,311千円 94,687千円

（四半期キャッシュ・フロー計算書に関する注記）

当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計期

間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。
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独立監査人の四半期財務諸表に対する期中レビュー報告書

2025年７月10日

株式会社ツインバード

取締役会　御中

太陽有限責任監査法人

新潟事務所

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 泉　　淳一

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 横山　雄一

監査人の結論

当監査法人は、四半期決算短信の「添付資料」に掲げられている株式会社ツインバードの2025年３月１日から2026年２

月28日までの第64期事業年度の第１四半期会計期間（2025年３月１日から2025年５月31日まで）及び第１四半期累計期間

（2025年３月１日から2025年５月31日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及

び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等

の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四

半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていないと信じさ

せる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載されて

いる。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのそ

の他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

四半期財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の

省略が適用されている。）に準拠して四半期財務諸表を作成することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽

表示のない四半期財務諸表を作成するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期財務諸表を作成することが適切である

かどうかを評価し、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の

省略が適用されている。）に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任があ

る。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（四半期決算短信開示会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータ及びＨＴＭＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。

四半期財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から四半期財務

諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年

度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期財務諸表において、株式会社東京証券取引所の四半期財務

諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（た

だし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていな

いと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる

場合は、期中レビュー報告書において四半期財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する

四半期財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが

求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況に

より、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期財務諸表の表示及び注記事項が、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我

が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第

４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていないと信じさせる事項が認められないか

どうかを評価する。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項に

ついて報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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